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道建-1 都市計画道路池田沖田線

(竹松工区)
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事後評価
の理由

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

瘍
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¬.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 備考

着工 完了

当初

(H21新規評価)
H22 H29 40.0 2.61

【工事概要】

延長1.97km

幅員6.0(20.0)m

第 1回審議

(Rl年度)

事業採択後

10年経過
H22 R3 57.6 1.36

【当初評価からの変更概要】

埋蔵文化財調査による

事業費増と正期延長

第2回審議

(R2年度)

再評価後変更

(事業費)
H22 R3 64.6 1.28

【前回評価からの変更概要】

工法変更等による

事業費増

第3回審議

(R8年度 :今回)

完成後

5年経過
H22 R3 66.6 1.07

【前回評価からの変更概要】

工法変更等による

事業費増
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2.目 的・事業概要日これまでの経緯

◆事業の目的
H池田沖田線 (竹松工区)は、国道444号、
都市計画道路久原池田線及び市道宮の原
鬼橋線との広域ネットワークを形成すること
で、環状道路として国道34号の渋滞を緩和
する事業。

都市計画道路 池田 田線 L=3.42km

◆事業経過

◆事業概要 延長 :1 97km
幅員 :60(20.0)m       ´

事業費 :666億円
事業期間 :平成 22年度～令和 3年度

3

小薦ロエ区 L=1.45km

」R立体交差部

竹払`R
新大村駅

JR大村線

平成22年度 事業化

平成24年度 用地買収着手

平成28年度 工事着手

令和3年度 完成

整備状況

全幅写真

4

航空写真 (終点側)

自転車道・歩行者道写真



3.事業の効果の発現状況 (国道34号の交通量転換 )

O池田沖田線 (竹松工区)の供用により、国道34号を利用していた車両が当該路線に転換したこ
とで、国連34号の交通量が約2割減少しており、大村市内を南北に縦断する国道34号のパイパス
機能を発揮している。

都市計画道路池田沖田線 章ヤ こ

一④ L==3,i420m
都市計画遭路久原池田線

L=4,880m
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3.事業の効果の発現状況 (所要時間の短縮 )

③
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8:5分

6.0分

都市計画道路池田沖田線 ―
L=3,120m Ⅲ
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都市計画道路久床池田線
L=4,880m
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竹松工区
L=1,970m

池田2丁目
交基点
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大村市役所

令和4年

3月 26日
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3.事業の効果の発現状況 (安全性の向上)

③
都市計画道路久原池田燎 全
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感じたと回答

艤
・国道34号より、安全に通れるので
通学路を池田沖田擦に変更しました

・池田沖田線を使つた方が今までより

ました

〔
〕

資料 :令和 4年度11月 池田沖日線の歩行者・自転皐利用者へのアンケー ト
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日走つてみようとはじた   7

3.事業の効果の発現状況 (社会情勢の変化)

・池田沖田線の供用後、大村市内において、以下に示す社会情勢の変化が確認された。
日地価公示価格 利便性が向上したことで周辺の地価公示価格が1.12倍に増加

都市計画H鵬久匠題日韓

③ ,ヤ 大村市の池田沖田擦沿線0地価の推移(※第1覆住居地増 )

(小路日本町
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造o4号沿線 (皆同町)

墾燃―■―_13‐ξ
｀

=.1 五:    ・ ・ ）
一年
一一

鉢

“

”

ψ

ＯＯ

∞

釣

至        ど

無:略|
‥
‥
▼

Ｍ硝貶

8

同等条件の

地域以上に

地価が上昇

霞道91号線,キ】韓
(建0,考地汽)

出典 :四土交通省地価公示・都道府県地価調査



3.事業の効果の発現状況 (社会情勢の変化 )

武雄

長崎

新大村駅周辺開発状況

“令和 4年度の西九州新幹線開業に伴い、新大村駅周辺において商業施設などの開発が進められ
ている。

1池田沖田線は、新大村駅周辺へのアクセス向上に寄与している。

9

3.事業の効果の発現状況 (土地利用の活性化)

沿道開発状況

池田沖田線 (竹松工区)の供用により、沿道における店舗や住宅等の建設が進んでおり、
土地利用の活性化に寄与している。
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4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

前回

再評価(R2)
今回

摯 評輛匠(R8)
主な変更点

費用対効果 (B/C) 1.28 1.07 下記のほか
最新マニユアルによる算出

便益(B)
の

算定基礎

将来交通量 8′フ00台/日 7′ 300台/日 将来交通量の見直し

推計年次 R12 R22

コス ト(C)
の

算定基礎

延長 Lと 1.97Km

幅員 Wと 6.0(20:0)m(2車線)

事業資 64.6億円 66i6億円 次スライ ドのとおり

工期 H22～R3

その他 利用状況
現況交通量 4′ 76フ台/日

観測年次 R4
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【費用対効果の算定基礎となった要因の変化】

◎事業費の増加 64.6億円(前回)→ 66.6億円(今回)
L鉄道橋梁の既設橋脚橋台撤去の工法変更(2.0億円増)

O平面図   ヽ

橋脚橋台撤去工法

約02億円

Ｏ
　
　
②
　
　
③

゛

O隣接区間において、大型プレーカーによる取
り壊し作業を行つたところ、作業の振動により近
隣家屋に損傷が生じたことから、工法を静的破
砕工法(バースターエ法)へ変更した。

【バースタエエ法】
コンクリート構造物にコアドリルで穴を開け、その中に
挿入した油圧シリンダーで内側から圧力をかけて
破砕する「静的強砕工巌」

1

Ｏ
　
　
②
　
　
◎

変更

コ
''ポ

ーリング

クレーンによる六劇フ
0ックの8上議惑・伯お

約22億円
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5.対応方針 (原案 )

O改善措置の必要性
◆池田沖田線 (竹松工区)は、国道444号、 都市計画道路久原池田線及び市道富の原鬼橋線
との広域ネットワークを形成することで、環状道路として国道34号の渋滞を緩和を目的として
いる。
◆事業実施により国道34号の交通量減少、所要時間短縮、自転車・歩行者との分離

.

による安全性の向上など事業効果の発現が確認されており、改善措置の必要はな
い 。

O今後の事後評価の必要性
◆事業目的に見合った事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要は
ない。        |

O同種事業の計画・調査のあり方辱
◆本事業では、JR線や河川の付替工事に加え、並行して整備が進められていた新幹
線事業など、関係機関上の調整事項が多かつたことから、関係機関との協議調整を早
期から進めていくことが重要であると考える。
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令和8年度 第 1

長崎県公共事業評価監視委員会

ロ

道路事業
道建-2 二般国道499号

岳路拡幅

事業主体 長崎県

再評価実施 I
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

事後評価
の理由

―‐ヽ

Ir

1フ

熊中‐＝一水帯一埒≡″ｒｒ
い2.lkm昨6.0(9.75)m

1.審議経過

H22 H28 25.0 1.91
【工事概要】
延長2.lkm
幅員6.0(9.75)m

事業採択後
10有日鱈筑邑

H22 R3 36.3 1.21
【当初評価からの変更概要】
用地取得難航による工期延長
法面の工法変更による事業資増額

完成後
5年経過

H22 R3 38.1 1.17
【前回評価からの変更概要】 、
残土処分場の変更による増額
橋梁の基礎形式の変更による増額
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2,目 的日事業概要日これまでの経緯

◆目的

岳路拡幅は、一般回道499号における延長約2.l kmの未改良区間であり、陰路及び線形不良区間の解消
による■行性向上や1歩道整備による歩行者の安全確保など利用者の安心

口安全の確保を目的としている。

当工区を整備することで、集落から中心部や南部地域への通勤、輸送、路線バス等車両の走行性向上に

よる円滑な交通の確保と、歩車道分離による歩行者の安全性の確保が回れる。

◆事業経過 ◆標準断面◆事業概要

延長 :と lkm

幅員:6.0(9.75)m

事業費 :38,1億円

事業期間 :平成22年度

～令和3年度

平成22年度 事業化

平成23年度
用地買収着手
工事着手

令和3年度
｀
完成

岳路集落

(協床盛■ )
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岳路拡幅  全体計画 延長=2,100∴ 幅員=6.0(9.75)m

3.事業の効果の発現状況 (走行性・安全性の向上)

◆走行性の向上 ,整備前(H21)

●整備後(R7)

整備後 :2車線が確保され線形も改善し走行性が向上。
整備により安全な歩行空間の確保。

旅行速度(km/h)

10km/h同 上

供用前(H22)

◆安全性の向上

5.Om

5 4.0

供用後(R4)

2車線確保により、走行性向上

安全な歩行空間の確保

０

０

０

０

０

０

０

゛

4

歩行空間が確保されてなく危険

整備前 く も悪い

9.75m



3.事業の効果の発現状況 (その他の効果)

◆祖光産業への寄与

「長崎市恐竜博物館(長崎市野母町)は t令和3年 10月 29日にオープン。軍艦島も見渡せて、年間10万人を超える

観光客が訪れており、当路線がアクセス道路として寄与している。
´|

ヽ
玉

|▼

/
軍艦島(端島)「

づ

。岳路拡幅

5

軍艦島 (靖島 )

長崎市恐竜博梅館

臣 ¬

駐車場の利用状況

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

前回

再評価(R元 )

今回
事後評価(R3)

主な変更点

費用対効果 (B/C) lf21 1.17
下記のほか

最新マニュアルによる算出

便益(B)
の

算定基礎

将来交通量 4,700台/日 4,826台/日 将来交通量の見直し

推計年次 R12 R22

コスト(C)
の

算定基礎

延長 L=2′ 100m

幅員 w=6.0(9.フ 5)m(2車線)

事業費 36.3億円 38,1億円 次スライドのとおり

工期 H22-R3

その他 利用状況
現況交通量 4〉988台/日 5′061台/日

観測年次 H27 Rフ
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4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増加)

【費用対効果の算定基礎となつた要因の変化】

◎事業費の 加  36.3億円(前回)⇒ 38.1億円(今回)

①残土処分場の変更による増額
A

至

長
崎
市
中
心
部

す
｀ヽ

至

野
母
皓

②活梁の基礎形式の変更による増額

7

事業資増の内容 壇 額 主な増額理由

Э残土処分場の変更による増額 約+09億円
残土処分場の受入容量が受け入れ不可となつたため他所へ変更
⇒処分場A(い8.2km)から処分場B(L-34.6km)への変更による増額

Э橋梁の基礎形式の変更による増額 約+0.9億円
僑果の墨硬形試を画概基礎から柱几基礎に変更
⇒当初想定していたより地質状況が悪かったことによる杭基礎への変更始縞

/計 約+1.8億 円

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増加)

【費用対効果の算定基礎となつた要因の変化】

◎事業費の増加 36.3億円(前回)う 3al億円(今回)

B残土処分場が受け入れ不可となつたため他所へ変更
処分場A(L=8.2km)から処分場B(L=34.6k市 )今変更 ⇒ 0。9億円増額

O位置図

ヽ_恥

‐0  ′
当初)

幅
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4.費用対効果の算定の基礎となった要因の変化 (事業費の増加)

【費用対効果の算定基礎となうた要因の変化】

i橋梁の基礎形式を直接基礎から杭基礎に変更
直接基礎→杭基礎 ⇒ 0,9億円増額

直接基礎

杭基礎

◎事業費の増加  36.3億円(前回)⇒ 38,1億円(今回)

O断面図

直接基礎

■地質の相違
施工箇所と近傍の地質調査結果を
採用しt良質な地盤を条件に設計も

施工箇所付近の工事において、地盤
の支持力不足が確認され、改めて調査
を実施し、設計の見直しを行つた。

O改善措置の必要性     ―
◆ 当該工区は、市街地中心部と地方部を結ぷ道路の交通円滑化や歩行者の安全確保を図り、日常生活
Iの利便性等の向上や拠点!の形成を強く支援する道づくりを目的としている。

◆ 事業の整備により通行困難箇所が解消され、市街地中心部と地方部の間の交通円滑化や歩行者の安
全確保が図られたことから、当面の改善措置の必要はない。

0今後の事後評価の必要性 i
◆事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要はない。

O同種事業の計画。調査のあり方等
◆ 地域住民や関係機関との連携が不可欠であり、相互理解を得ながら事業を進めることが必要と考える。
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5.対応方針 (原案)

10



令和8年度 第1回
長崎県公共事業評価監視委員会

再評価実施 :

全体事業貴10億円以上
事業完了後5年経過

事後評価
の理由

事後評価対象事業 ♂ 等
港湾二1 回ノ津港改修事業

ぎ
・
費ば
エ
′＜

よ
｀

,

1

H26 H30 25.9 4.21

【事業概要】
航路(二3.Om)4,000ド、
泊地(-3.OmXA)15,000面、
泊地(-3.OmXB)10,000前、
浮桟橋(可動橋)1基、
物揚場(Ⅲ3,Om)90m、
鵬
｀
揚場 20m、 道路 356m、
緑地 8,300ni

事業採択後
5年経過

H26 R4 34.7 2.83

【当初からの変更概要】
・施設及び配置計画の変更
・地盤改良工等の追加等による事業費・
工期の変更
【事業i既要】
航路(-3.Om)4,1 00Hi、
浮桟橋(1)1基、浮桟橋(2)1基、
浮桟橋(3)1基、
道踏 356m、 緑地 8,300浦

(難諭 )
事業完了後
5鞠

H26 34.7 2.82

【事業概要】
航路(-3.Om)4,100円ξ、
浮桟橋(1)1基、浮桟橋(2)1基、
浮桟橋(3)1基、
道路 356m、 緑地 8,300面
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2]目的・事業概要

―
Ｉ
Ｉ

「

O事業目的
・ロノ津港は海上交通と陸上交通
の結節点であり、

!現
在の夕Tミ

ナルが手狭な状況に加えて、今
後増加が予想される世界遺産や
ジオパークを利用したツアー等
に対応するためターミナルや可
動橋等の老朽化対策とあわせて
埠頭再編を行う。

O事業概要
事業期間 :H26～ R3
事 業 貴 :347億円
整備内容 :

航路(-3B Om)4,100雨
浮桟橋(1) 1基
浮桟橋(2) 1基
浮桟橋(3) 1基
挺童呂各        356m
緑地    8,300面

]I用 :GoO」 eMap

○事業効果の発現状況
1道路、駐車場の整備により、国道の渋滞や歩行者と車両との混合が解消され、
安全な通行が確保された。
・緑地の整備により、憩いの場、交流の場ができるとともにヽ様々なイベント下
が開催され、地元の活性化に寄与している。

3

【整備前】′ヾス 乗客
が混在し危険な状況

緑地で行われているイベント (R7年度)

・マリンフエスタ (花火大会)

・くちのつポートパザール (マルシェ)

・九州オルレ (トラッキング)

・ツールド・南島原 (自転車)

フエ I

渋滞が発生

レマリンフェスタin
くちのつ(R7.7.21)

▲ 【整備後】渋滞が解消

県(油施設)

3E事業効果の発現状況

=噂

''ギ
弟

tiぉ

＼
＼ i

4 引用:南島原市HP



3.事業効果の発現状況

○事業効果の発現状況
・老朽化した可動橋等の更新・改良によりt利便性が向上した。
1航路の整備により、水深不足に伴う船底の接触事故 (海難)が回避され、
安全な航行が可能となつた。

▲ 【整備前】可動橋老朽化状況
▲ 【整備後】可動橋から浮桟橋に
,   更新

5

卜  伝tI

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :34日 7億円 (前回)→ 347億円 (変更なし)
◆完了年度 :R4(前回)う  巴 (変更)
◆費用対効果 (B/C)

〔費用対効果が増大した要因 (プラス要因)〕
・原単位の増
。事業の早期完了

〔費用対効果が減少した要因 (マイナス要因)〕
・ロノ津港―鬼池港間航路の利用減少 (116千台→101千台)
・評価基準年度の変更に伴うデフレエタの影響による総費用の増

6

項 目
前回 (再評価 )
(平成30年度)

今回 得戦 評価)
(令和 8年度 )

全事業 2.83=128.4億円/45,4億円 2J82=161.8億円/57.4億円



5.社会経済情勢等の変化

O埠頭の整備により港湾を核とした地域活動が活
発化しており、地域活性化に寄与していることが
確認できる。

・平成30年に世界文化遺産「長崎と天草地方の潜
伏キリンタン関連遺産」んヾ登録され、構成資産で
ある原城跡と天車の崎津集落を結ぶターミナルと
して、国内外の観光客に利用されている。

名

と'

.翌) g
:缶 tヽ体,マ

.粛自蝙
:・   0

天軍り
許と好竹すたir 引用:南島原市HP

▲世界文化遺産をはじめとする
観光資源を活用した誘客事業

・令和2年に国交省港湾局の「みなとオアシス」に
指定され、みなとオアシスくちのつ運営協議会が
様々なまちおこし活動を行い、地域住民や観光客
の交流の場として、賑わいの空間を提供している

引用:南島原市HP

▲みなとオアシス登録証
交付式(R2,7.30)

港湾利用者や地元の方ヘヒアリングした結果(港湾施設整備による効果を実感
していることが確認できた。

7

命
A

。フェリー発着時の作業が容易になつた。
・水深が確保されて安心して航行できる。
・繁忙期の車両渋滞が解消され、使いや
すくなつた。

・整備された浮桟橋は使い易く、安全
に乗り降りができる。
・ターミナル全体が綺麗になつた。

・整備された緑地を活用したイベントが
数多く開催され、賑わいがある。

▲イルカウォッチング船

▲トレッキング大会
(九州オルレ南島原ルート)

輸

8

5B社会経済情勢等の変化



6日 対応方針 (原案 )

O今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性 :

・本事業により、定期航路の安全かつ円滑な利用環境が確保され、また緑地が地
域の憩い。交流の場としての利用がなされるなど、事業効果の発現が確認され
たことから、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断してい
る。 |

〇同種事業の計画・調査のあり方等
。事業評価手法について、国の評価手法に基づき適切に評価しており、特に見直
す必要はないと考えている。   (

9



令和8年度 第1回
長崎県公共事業評価監視委員会

総合流域防災事業
中山西サII

河サII-1

事業主体 長崎県

事後評価実施
全体事業責 10億円以上
事業完了後 5年経過

事後評価
の理由

事後評価対象事業

i粽ぷ

ヨP  b‖  1学°  1甲→

瞳 螂

H2 H18 33.6 5.39
【事業↓既要】
改修延長L圭 1,600市
河道拡幅、河床掘削、築堤、護岸、橋梁等

再評価後
10寄囁B邑

H2 H22 38.5 2.27
【当初からの変更概要】
軟弱地盤対策が必要になつたことによる事
業資増額および工程調整による工期延伸

再評価後
5欄 H2 H27 41.5 2.11

【前回からの変更概要】
軟弱地盤対策が必要になつたことによる事
業資増額および工程調整による工期延伸

再評価後
5年経過

H2 H29 48.0 1.48
【前回からの変更概要】
i」 R架替費用の増大による事業資増額
および工程調整による工期延伸

再評価後
変更

H2 48`0 1:43
【前回からの変更概要】
附帯工事においてヽ管理者協議に日数を要
したことによる工期延伸

事業完了後
5年経過

H2 R3 48と0 1,91
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2.目的・事業概要 。これまでの経緯

O事業目的
・本明川合流点からl k600の区間において、河道拡幅～築堤、護岸整備、
橋梁架け替え等を行い(洪水に対し安全な河道を確保し、河川の氾濫
を防止する。

O事業概要    !
事業期間 :H2～ R3
事 業 費 :48.0億円
整備内容 :   :
改修延長 L=1:600m
河道拡幅、築堤
護岸整備、橋梁架替等

●  :想定遭甚区域     3

○河サII整備状況 F治水安全度の向上 1/2程度⇒1/30(改修後)

出典 :国土地理院地図

写真位置 写真位置

改修前 (平成2年撮影) 改修後期 (令和2年撮影)

4



O河川整備状瀑 B河
'II改

修後は、洪水被害は発生していない。

年月日
日雨量
(mm/日 )

最大時間

雨量
(mm/hl

被災状況

H9.8.12 170 54 農地被害01kRf、 宅地その他O02knf、
床下13棟

R6.6.27 136 58
|

被災なし

浸水戸数比較
20

15

10

5

0

13戸
~

＼
0戸

囲H9 固R6
整備前
W=約4.5市

(H9.812)

整備後
w〒約13m

→

5

約魯3印  /
≦

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :48日 0億円 (再評価)→ :48.0億円 (変更なし)
◆完了年度 :R3(前回)→  1巴 (変更なし)

◆費用対効果 (B/C)・

〔費用対効果が増大した要因 (プラス要因)〕
・治水経済調査マニユアルの改定 (被害率の上昇等)に伴う増。

6

項 目
前回 (再評価)
(平成30年度)

今回 (事後評価 )｀
(令和 8年度)

全事業 1.43=137日 1億円/95.6億円 1.91=29619億円/155.3億円



社会経済情勢等の変化5

○土地利用の変化

|・

河川周辺状況において、事業着手時と比較し宅地化が進んでおり、治水安全度
の向上に伴い、今なお宅地化が進んでいる。

写真①

改修後期 (令和2年撮影) 7

宅地化

出典 :国土地理院地図

写真①

5.社会経済情勢等の変化

○地域住民の意見

。地元の方ヘヒアリングした結果、河川改修による効果を実感していることが確
認できた。
と今回ヒアリングした方々からは、河川改修事業のおかげで、安心して暮らすこ
とが出来るといった意見を頂いた。

お 負 沿川の開発地で家を購入して弓Iつ越して来て1年目です。
河川の近くだつたので、河川改修がなされているのかなど
を確認し購入を決めました。
また、子供を沿川の保育園に通わせようと思つていたので、
そういつた面でも、河,11改修をして頂いたおかげで、安心
して暮らすことが出来ると思いました。

‐ ガ

凪 i

8

地元の方

(引つ越してきて1年目)



0今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性
と 中山西川は、日標流量 (65m3/s)と治水安全度 (1/30年)により、洪水に対
する安全な河道を確保し、河川の氾濫を防止することを得られたことで、
1当面の改善処置の必要はない。
・ これから、水辺の動植物の生態に配慮しながら、築堤、護岸、道路橋等を
毎年定常的に維持管理する必要があると
・ 事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の
1  必要はない。

O同種事業の計画・調査のあり、方等
, 本事業の見直しの必要性はないが、今後の同種事業においては、関係機関
と連携し適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完
成に努める。         i

9



令和8年度 第1回
長崎県公共事業評価監視委員会

総合流域防災事業
牟田川  !河,II■ 2

! :

事業主体 長崎県

事後評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

事後評価
の理由

．ノ

一た
…
Ｌ

Ⅲ

1

再評価後
10榊 H3 H25 45.2 1.17

【工事概要】
改修延長 L=3,880m
河道拡幅、築堤、護岸整備、橋梁架替、堰E文築等

再評価後
5年経過

H3 H25 63.5 1.13
【当初からの変更概要】
・事業資増額

再評価後
5欄 H3 H27 59.2 【前回からの変更概要】

・想定以上の軟弱地盤への対応による工期延伸

再評価後
5年経過

H3 H30 61.5 1.14
【前回からの変更概要】
軟弱地盤対策のための工期延伸および事業資
の増

整備計画
策定

H3 H33 62.4 1.15
【前回からの変更概要】      .
・軟弱地盤対策のための工期延伸および事業資
の増

整備計画
策定

H3 H33 63.4 1.02 【前回からの変更概要】
。軟弱地盤対策のための事業資の増

事業完了後
5年経過

H3 R3 '62.9 3.13 【前日からの変更概要】
事業精算に伴う事業資の減額
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O事業目的
■ 牟田川は、川幅が狭く、河積が狭小であることから、河口付近に展
開する低地では、家屋、道路の浸水や、耕地では農作物被害が発生
していることから、洪水氾濫被害に対する安全の確保を目的とするも

O事業概要
・ 福江川水系の牟田川はその源を翁頭山としヽ水田地帯を貫流し堤町
の中心を流れ、福江川に合流するまでの延長3日 880mの河川整備であ
る 。

事 業 概 要

延 長 3,880m

幅 員 16m～ 28m

事業費 62.9億円

事業期間 平成3年度～令和3年度

○事業効果の発現状況
・・ 治水安全度の向上 イ/2程度⇒1/30(改修後)   .
・ 河川改修後の令和6年7月に近傍雨量計にて85.5mm/hの降雨を観測したが、
洪水被害は発生していない。

3

左岸 右岸

川輻的 16m

３５０

３００

２５０

２００

１５０

‐００

５０

０

▲河川改修計画断面図

1時間雨歯     24時間雨量      総雨畳
■‖35.19～ 21豪雨 (測 Iけ巳濫)日 R6.7.13～ 15禁雨 (河川氾濫無し)

▲H3年河川氾濫時とR6年 7月豪雨時の雨量比較

4

憩定氾濫区増

固堀整備区域

3.事業の効果の発現状況

143



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :63口 4億円 (前回)→ 62口 9億円 (変更)
◆完了年度 :H33(前回)→  巴 (変更なし)
◆費用対効果 (B/C)

〔費用対効果が増大した要因 (プラス要因)〕
γ

・治水経済調査マニュアルの改定 (被害率の上昇、水害廃棄物処理費用
の加算等)に伴う増も

5

項 目
前回 (再評価 )
(平成 29年度)

今回 (事後評価)
(令和 8年度)

全事業 1.02=150.1億円/146r8億円 3.13=580コ 7億円/185.8億円

5.社会経済情勢等の変化

率

◆ 台風t蒙雨の際も、河川の氾濫が軽減
されたことで、安心な生活ができるよ
うになった (写真①)。

◆ 主要地方道福江・富江が河川の氾濫に
よる通行止めが回避されることで、安
―全な通勤、通学ができるようになった
(写真②)。

◆!農地 (水稲)において、安定した収穫
が期待できる (写真③)。

6

れ



6.対応方針 (原案 )

―
―
―
―
―
　
引

O今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性
・ 牟田川は、日標流量 (110m3/s)と治水安全度 (1/30年)によりヽ 洪水に対
する安全な河道を確保して河川の氾濫を防止することを得られたことで、
当面の改善処置の必要はないと:

i 。 これから、水辺の動植物の生態に配慮しながら、築堤、護岸、道路橋等を
毎年定常的に維持管理する必要がある。
・ 事業目的に見合つた事業効果の発現が確認されておりヽ 更なる事後評価の
必要はない。

O同種事業の計画・調査のあり方等
・ 本事業の見直しの必要性はないが、「今後の同種事業においては、関係機関
と連携し適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現されるよう早期完
成に努めると、

7



令和 8年度 第 1回
長崎県′ム`其事業評価監視委員会

事後評価対象事業
々、「1´ i

丈jく
/´  ヽ 、

む
イ

ヽ

'

~ヽイートi‐―=

砂防-1 琴石川
通常砂防事業

1=  イ

事業主体 長崎県

事後評価
の理由

〕‖ (1号ぇん埠)

琴石川 (2号えん堤 )

再評価実施
全体事業費10億円以上
事業完了後5年経過

1

1.審議経過

審議経過 再評価の理由
工期 事業費

(億円)
B/C 概要

着エ 完了

当初

(H19新規)
H19 H29 8.5 2.52

【工事概要】
1号えん堤
H=14.Om′ L=100.Om′ V=7′ 400お 3
2号えん堤
H〓 10.Onl′ L=58.Om′ V=2,470m3

第1回審議
(H2,前回)

再評価後
10年経過

H19 H35 10.0 2.08

【当初からの変更概要】
・用地難航による事業期間の延長
・用地難航に伴う計画変更による事業賣
の増

第2回審議

(R8今回)

事業完了後
5年経過

H19 R3 13.4 2.05

2



2.目 的・事業概要・これまでの経緯

0事業目的
・ 琴石川は豪雨時に土石流の発生が予想されており、下流域の人家、
国道、市道、避難所に甚大な被害を及ぼす恐れがあるため、土石流
からの被害を未然に防止するもの。

O事業概要
・ 琴石川は流路延長約 1口 5km、 流域面積i40k市 2、 河床勾配1/10の
渓流であり、砂防堰堤2基を整備するものである。

事 ―業 概 要

砂防施設

1号えん堤 :H=14.5m,L=90m,V=6,700m3

2号えん堤 :H=14.5m,L=68m,V=5,o00m3

総事業資 13.4億円

事業期間 平成19年度 ～ 令和3年度

2号砂防えん堤 1号砂防えん堤

J諺記堕訂

It:!fJl)廷歩建等妻卦
―′
脚

OJ  …
|.  Ⅲ おr“ _`

3.事業の効果の発現状況

O事業効果の発現状況

・ 砂防堰堤及び渓流保全工の完成により主石流により人家や道路等への被害
を未然に防ぐことができると

・ 国道384号の遮断が回避され、民生の安定が確保されている。
・ 農地への土砂及び流木の流入による農作物 (水稲)への被害を未然に防止
することができ、安定した収穫の一助となつている。

整備後整備前



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :10B O億円 (前回)→ 13.4億円 (変更)

◆完了年度 :H35(前回)→ R3(変更)

◆保全家屋 :17戸 (前回)→ 14戸 (変更 )

◆費用対効果 (B/C)

〔費用対効果が増大した要因 (プラス要因)〕
・費用便益分析マニュアルの改定 (R8年3月 )
(間接被害額の中で精神的損害に関する項目の追加        ―
:                【精神的損害額 :6日 01億円/人】)

〔費用対効果が減少した要因 (マイナス要因)〕         |
・保全家屋数減による被害額の減少。

【費用対効果の算定基礎となった要因の変化】

◎事業費の増加 1ヽ0.0億円(前回)→13.4億円(今回)

①砂防堰堤本体コンクリァト打設量の増 十生.3億円―
②工事用道路ルT卜変更 +1.2億円

③その他(労務単価甲資材単価の高騰)+0,9億円

計+3.4億円

5
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項 目
前回 (再評価 )
(平成 28年度)

今回 (事後評価)
(令和 8年度)

全事業 2108=19口 8億円/9.5億円 2.05生 32.1/15.6億円

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増加)(1/4)



【費用対効果の算定基礎となった要因の変化】

① 砂防堰堤本体ヨンクリート打設量の増 +1.3億円

床掘の結果、想定より岩盤が深い位置に確認されたため、砂防堰堤形状の変更
が生じた。この結果、本体当ラクリート打設量が増加した
※コンクリート打設量の増 +1,000m3

当初岩盤線

―

変更岩盤線

岩盤線が想定より深い位置で確認

【費用対効果の算定基礎となつた要因の変化】

② 工事用道路ルエト変更 +ユ.2億円

工事用道路は1号堰堤側のルート

を使用することで計画していたがt
一部の用地で反対があり、ルートを
見直し2号堰堤側より計画を変更:
2号堰堤側は既存道路幅が狭く、道

路の改良(盛土や法面工等)が必
要となつた。

7

工事用遭路計画 (変更後 )
卜1,000m

工事用道路計画 (前回 )

※一部市道兼用 (改良不要 )
い1,500m

/
ヽ

＼
ｎ
］
′
！
１
１ I´ ィ i‐ 、 ,
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4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化(事業費の増加)(2/4)

変更

4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増加)(3/4)

既存道路改良状況



4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化 (事業費の増加)(4/4)

【費用対効果の算定基礎となった要因の変化】

③その他(労務単価・資機材単価の高騰)+0.9億円

※主要砂防施設(砂防堰堤、副堰堤)の発注年度(H30～ R2)の平均値との比較

普通作業員
(円 /人,   法面エ

コンクリート
(円 /人 )
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■H28 B H30～ R2平均値 ■H28■ H30～ R2平 均値
口睛28 B H30～ R2平均 値

◆ 離島人口が減少傾向にある中、当該地区においても前回評価時 (H28)から3戸減少してい
る。         |
◆ 豪雨等により土石流が発生した際、砂防堰堤により上砂及び流木を捕捉できるため、安心
安全な生活ができるようになった。
◆ 当該地域における主要路線国道384号が保全され、孤立集落の発生の恐れがなくなつた。
◆ 農地 (水稲)において、安定した収穫が期待できる。

人口が減つてしまったことは申し訳ないが、住んでいる人たちは砂防ダムができたこと
で安心して生活ができている。

10
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5.社会経済情勢等の変化

地元の方の声



―

「

O今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性
・ 計画規模の土石流に対する砂防堰堤が整備されたことで、土石流からの被
害の未然防止を得られたことで、当面の改善処置は必要ない。
・ 事業に見合つた事業効果の発現が確認されており、更なる事後評価の必要
はない。            ィ

O同種事業の計画・調査のあり方等
・ 同種事業においては、適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現され
るよう早期完成に努める。i                    :

11



令和8年度 第1回
長崎県公共事業評価監視委員会

事後評価対象事業

事 ギ

里地区

砂防-2 地すべり対策事業  !
里地区地すべり防止施設

事業主体 長崎県

事後評価
の理由

事後評価実施
全体事業責10億円以上
事業完了後5年経過

1

事業着手後
10年以上経過

S56 H17 7.0 7.20

【工事概要】
集水井工 8基
集水ボーリング 199本
杭打工 376本
隧道工 司孔(L=¬ ,133m)

再評価後
5年経過

S56 H22 10.7 2.54
【前回からの変更概要】
・Aブロック抑制工による地下水低下を促進す
るため集水井工の数量増、横ボーリングエの
追加

再評価後
5年経過

S56 H25 12.2 2.56
【前回からの変更概要】
・Cブロックアンカーエ、Aプロック (下部す
べり)杭打工追加

再評価後
ち年経過

S56 H29 21.¬ 1.52
【前回からの変更概要】
。Aブロツク (上部すべり)杭打T指加に伴う
事業量増

再評価後
5年経過

S56 H33 27.1 3,77
【前回からの変更概要】
・Aプロック (上部すべり)杭打工規格変更に
伴う事業量増

事業完了後
5年経過

. S56 R3 23.4 13.0

2



―

，
　

・

O事業目的
:昭和55年の集中豪雨により地すべり
変動が活発化し、道路、家屋等に被
害の発生を契機として、民生の安定
化を図るため、地すべり対策事業を
実施Ь

ユ業

O事業概要
事業期間 :S56ん R3
事 業 費 :23B4億円
整備内容 :

集水井 N=7基
集水ボーリング N=155本
排水ボーリング N=10本
横ボーリング N=86本
杭工 N=237本
アンカ∵IN=72本

3

神CプロックⅣ

3.事業の効果の発現状況

○事業効果の発現状況
i事業概成後、地すべり活動は沈静化しており、事業効果の発現が認められる。

▲地すべり活動にようて、水路や道路に変状が生じていたが、対策工事後は変状の拡大や補修後
に変状が発生することがなくなり、地すべり対策工の効果が発現が見受けられる。

4

Ｈ
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4.費用対効果の算定の基礎となつた要因の変化

◆総事業費 :27日 1億円 (前回)→ (変更)

◆完了年度 :R3(前回)→  巴 (変更なし)
◆費用対効果 (B/C)

〔費用対効果が増大した要因 (プラス要因)〕
・費用便益分析マニュアルの改定 (R8年3月 )
(間接被害額の中で精神的損害に関する項目の追加

i 【精神的損害額 :6.01億円/人】)
:保全対象範囲内の人家戸数が前回評価時より17戸増加。

〔費用対効果が減少した要因 (マイナス要因)〕
・特になし

前回の事業再評価時 (平成30年度)
と比較し、保全対象範囲内の人家戸数
が17戸増加し、以前より宅地開発がき
らに進んだと

5

F

項 目
前回 (再評価)
(平成30年度)

今回 (事後評価)
(令和8年度)|

全事業 3口 77主 16.1億円/4.3億円 1■ 00=48.1億円/3.7億円

5.社会経済情勢等の変化

6



5.社会経済情勢等の変化

住民へのアンケートの結果、事業効果を確認できる結果となつたと

問1:これまでにあなたの家屋や田畑などが地すべり被害にあつたことがありますか ?

EfごⅢ

Bし キいえ

間2:里地区の地すべり対策事業は,地すべり被害の防止を目的に行われたものです
が そヽの効果をどう見ていますか?

″

°

|

B効果あリ

●抑集なと

900% よくわ力らなてヽ

問2に対する具体的な工事効果について

①対策後に地すべりの被害は発生していない。

資こど協簿讀荏軽量輝療碧な原警狸百任憲F議員攀
業として望ましい結果だと判断できる。

7

問1に対する具体的な被害状況(聞取り含む)

①畑、水田に地割れ、段差が発生。
②家屋の床に地割れが発生。
③地すべりの影響で住宅移転。

6.対応方針 (原案 )

○今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性
。事業概成後は地すべり被害は発生しておらず、事業効果が発現されているため
今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はない。

○同種事業の計画・調査のあり方等
・同種事業においては、適切な事業管理に努め、事業効果が早期に発現されるよ
う早期完成に努めると
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